
提　出　日　：　令和　〇 年　〇 月　〇 日

：

：

 　１．資本関係
…

…

…

　２．人的関係

※提出期限以降、新たに関連会社となった場合又は関連会社の区分等記載事項に変更があった場合は大分市総務部契約監理課まで申し出ること。

《記載例》 関連会社の状況調書

　なお、自社が親会社（又は協同組合等）の場合は子会社（又は構成員等）について記載し、自社が子会社（又は構成員等）の場合は親会社（又は協同組合等）及び

所 在 地

他の子会社について記載すること。

大分市荷揚町□番□号

商号又は名称 （株）△△工業

　 大分市に競争入札参加資格の申請を行っている（競争入札参加資格を有している）関連会社がある場合、その状況について記載し提出すること。

※ 「関連会社」とは、次のいずれかに該当する場合とする。

　 （１）親会社と子会社の関係 親会社が子会社に対し、株（出資金）の過半数を所有している場合

　 （２）親会社を同じくする子会社同士の関係 親会社が子会社に対し、株（出資金）の過半数を所有している場合

　 （３）協同組合等とその構成員（組合員）等の関係 協同組合等及び構成員（組合員）等のいずれもが、大分市の競争入札参加資格を有している場合

関連会社の区分（相手方の位置づけ）
関連会社（相手方）の

商号又は名称
関連会社（相手方）の

代表者氏名
関連会社（相手方）の許可番号 備　　考

 親会社
 自社が子会社の場合
 （親会社について記載すること）

 子会社
 自社が親会社の場合
 （子会社について記載すること）

(有)○○産業 ◇◇　□□ ４４－＊＊＊＊＊＊

 子会社同士

 自社が子会社で、親会社を同じくする
 子会社がある場合
 （親会社を同じくする子会社について
 記載すること）

 協同組合等の
 構成員等

 自社が協同組合等の場合
 （構成員等について記載すること）

 協同組合等
 自社が協同組合等の構成員等の場合
 （協同組合等について記載すること）

　 （１）一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合
　 （２）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６７条第１項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合
　 （３）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

貴社役員の氏名 貴社役員の役職名
関連会社（他方の会社）

の商号又は名称
関連会社（他方の会社）

の役職名
関連会社（他方の会社）

の許可番号
備　　考

　□□　△△ 代表取締役 （株）○○建設 取締役 ４４－◎◎◎◎◎◎

業者番号

記載不要


